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 近年、日本においても企業の社会的責任（CSR）に対する関心が高まり、大企業を中心に CSR 活動に

取り組む企業が増えている。一方、労働組合においても企業不祥事に対する労働組合の責任や企業

の海外活動への公正労働基準の確立などが問われ、労働組合としての CSR の取り組みが求められて

いる。しかし、これまで、CSR の活動が個々の企業、労働組合においてどのように取り組まれているのか

は必ずしも明らかにはなってこなかった。 

2005 年 11 月に研究委員会で実施した「企業の社会的責任（CSR）に関するアンケート調査」では、①

大企業を中心に CSR 活動に着手しており、これらの企業が CSR に取り組む動機は「不祥事の発生を未

然に防ぐ」、「企業市民としての責務」、「企業のイメージアップ」であること、また、②企業がＣＳＲを導入

する際、多くの労働組合が協議・話し合いを経験し、かつ CSR について具体的な取り組みを行っている

こと、③CSR に取り組む労働組合は、労使協議の場で労働・雇用に関する法律事項や企業行動の法令

遵守についての多くの発言をしていること、さらに、④CSR によって労働組合の要求環境が改善してい

る傾向があること、などが明らかになっている。 

本書は研究委員会で実施した聞き取り調査、アンケート調査、さらに 17 回にわたる委員会での討議

をもとに、主査ならびに各研究委員に執筆いただいた論稿を中心に編集したものである。第１部では、

企業の社会的責任（CSR）に関する労使の対応についての総括をし、続く第２部では、コーポレート・ガ

バナンスと労働 CSR について、会社法、労働法の視点、企業別組合の CSR の取り組み事例から現在の

日本における「CSR」を検討する。さらに、第３部では、これらの議論を受け、労働組合の立場からこれま

での国際労働運動、ナショナルセンター連合の CSR の取り組み、先進的な活動を行う３つの産業別組

合の事例を紹介する。 
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